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【要旨】

本研究では、診断区分 III の比率を不良率（PD）と呼び、舗装点検要領の下での点検方法の多様化に対応した

管理区間 PD の算出方法を明らかにした。その上で、道路管理者が多様な点検方法の中から選択できるようにす

るため、本研究は主要幹線道路における既存の実測データを用いた適用事例を通じて、算出方法が管理区間 PD

および管理区間 PD に基づく予算配分比に及ぼす影響を分析した。その結果、管理区間 PD については評点化の

方法による差が大きく属性法が変量法よりも高い値となること、管理区間 PD に基づく予算配分比については評

点化の方法による差は小さいことがわかった。
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1．はじめに

道路施設は構造部と機能部により構成されており、

例えば舗装では表層が機能部に相当する。舗装点検

要領は診断の区分を I（健全）、II（表層機能保持段

階）、III（修繕段階）と三分法的に規定しており、管

理区間の修繕需要を当該区間における区分 III の施

設数量により表すことができる。一方で、舗装点検

要領は、道路の分類、管理基準・使用目標年数の設

定、点検頻度・点検手法の設定等について道路管理

者の判断に委ねている。このため舗装点検要領の下

では多様な点検方法が可能であり、道路管理者は点

検により得られる情報と必要なコストを勘案した上

で点検方法を選択することができる。

本課題は、区分 III の施設数量は区分 III に係る区

分比率である不良率（Percent Defective: PD）を全施

設数量に乗じて得られることに着目した。舗装の診

断区分と測定データの度数分布を図－1 に示す。道

路管理者による点検方法の選択にあたり根拠となり

得る技術的知見を提供するため、点検方法が維持管

理水準の評価、修繕・補修ニーズの評価等、現場に

おける診断結果の活用に及ぼす影響の確認を行った

ものである。

2．研究方法  

2．1 多様化する点検の方法の選択肢の提案 

道路施設の点検における評点化の方法、評価単位

区間データ、点検手法、調査の方法について選択肢

を提案するため、米国における品質保証（Quality 

Assurance）等に係る文献調査を行った。 

2．2 各選択肢の得失の検証 

現場における診断結果の活用場面に応じた得失に

ついて比較するため、各選択肢が維持管理水準の評

価および修繕・補修ニーズの評価に及ぼす影響を確

認した。維持管理水準の評価指標として管理区間の

PD（管理区間 PD）を用い、修繕・補修ニーズの評

価指標として区分 III の施設数量による予算配分比

を用いた。

国内の主要幹線道路におけるアスファルト舗装に

係る既存の実測データに基づき、100 個の評価単位

区間（各 100m）よりなる延長 10km の管理区間を 6 

区間設定した。それぞれの評価単位区間から、わだ

ち掘れ量の平均値と最大値を抽出（合計で 600 組）

した。属性法による場合の評価単位区間データであ

る基準内・不良の別は最大値により決定できるが、

図－1 舗装の診断区分と測定データの度数分布 
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図－2 評点化の方法、点検手法および評価単位区間データの関係ならびに管理区間 PD の例 

 

変量法による場合の評価単位区間データである複数

の測定データと PD は決定できない。ここでは与え

られた平均値と最大値から 10 個の測定データを生

成し、変量法による場合の評価単位区間データを決

定した。 

2．3 時間軸を考慮した評価方法の検討 

時間軸を考慮した計画的修繕に向けて、修繕・補

修ニーズの予測、管理基準の設定等について検討し

た。 

 

3．研究結果 

3．1 点検方法の選択肢と管理区間 PD の算出方法 

3．1．1 点検方法の選択肢 

点検における選択肢を以下のように整理した。 

1）評点化の方法：属性法と変量法。 

2）点検手法：機器を用いた手法、目視による診断と

延長測定、目視による診断のみ。 

3）評価単位区間データ：複数の測定データ、不良率、

基準内・不良の別。 

4）調査の方法：推定を用いる標本調査と用いない全

数調査。 

図－2 に、評点化の方法、点検手法および評価単

位区間データの関係ならびに管理区間 PD の例を示

す。この図によると、管理区間 PD については属性

法が変量法よりも高い値となる。これは、属性法で

は不良とされた評価単位区間に存在する基準内部分

が管理区間 PD に反映されないためである。図－3

に、管理区間データの類型化を示す。この図による

と、点検 9 箇年計画の 5 年目の場合、予測式が存在

すれば 4 年目までの点検データを用い予測式による

部分と 5 年目の点検データを用いて推定する部分が

混在する。計画が一巡目でない等により過年度デー

タが完全であり、かつ予測式が存在すれば全数調査

となる。予測式が存在しなければ、過年度データの 

 

図－3 管理区間データの類型化 

 

有無に関わらず、当年度点検によるもの以外は推定

によらざるを得ない。 

3．1．2 管理区間 PD の算出方法 

表－1 に、上限規格値による場合の評価単位区間

データと調査の方法に応じた管理区間 PD の算出方

法を示す。この表により、点検方法の各選択肢につ

いて管理区間 PD の算出が可能となった。 

3．2 管理区間 PD と予算配分比に及ぼす影響 

3．2．1 評点化の方法の影響 

図－4 に変量法と属性法による管理区間 PD に基

づく予算配分比を示す。この図によると、評点化の

方法による差は管理区間Cで最大の0.03ポイントで

ある。管理区間 PD に基づく予算配分比については

評点化の方法による差は小さいことがわかる。 

3．2．2 調査の方法の影響 

1）全数調査と点推定 

図－5 に、全数調査と点推定による管理区間 PD に

基づく予算配分比を示す。この図によると、いずれの 
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表－1  上限規格値による場合の管理区間 PD の算出方法 

 

 
図－4 変量法と属性法による管理区間 PD に基づく

予算配分比 
 

 

 
図－5 全数調査と点推定による管理区間 PD に基づく予

算配分比 
 

 
図－6 PD を用いた変量法による管理区間 PD に基づく

予算配分比 
 

 

 
図－7 2 段階の上限規格値の下での管理区間 PD のうち

変量法による管理区間 PD に基づく予算配分比 
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管理区間においても、3 通りの点推定の結果に大差は

ない。管理区間 B と C において全数調査と点推定の結

果が乖離しているのは、標本が母集団の性質を反映し

ていないことによるものと考えられる。 

2）全数調査と区間推定 

図－6 に、PD を用いた変量法による管理区間 PD に

基づく予算配分比を示す。この図によると、両側推定と

上限のみの片側推定の予算配分比に係る推定精度は

大差ないが、点推定よりも若干ではあるが高い。 

3．2．3 修繕需要と補修需要の分離 

図－7 に、2 段階の上限規格値の下での管理区間

PD のうち変量法による管理区間 PD に基づく予算配分

比を示す。ここで、区分 I と II の境界を補修基準、区分

II と III の境界を修繕基準とし、補修基準を上限規格値

として両措置に係る PD、修繕基準を上限規格値として

修繕に係る PD を得た上で、両 PD の差を補修に係る

PD とした。留意すべきは、両 PD の差が変量法では区

分 II と診断された部分の割合を表すのに対し、属性法

では区分 III と診断された評価単位区間に存在する区

分 II 相当部分を反映していないことである。この図のよ

うに、変量法によることで、修繕に係る予算配分比に加

え、補修に係る予算配分比も決定することが可能にな

る。 

3．3 時間軸を考慮した評価方法の検討結果 

3．3．1 標本調査における母集団の設定基準 

舗装点検要領は管内の道路を分類 A～D に区分す

ることとし、舗装劣化の緩急を決定する要因として

大型車交通量を例示している。本研究では、管理区

間は区分された道路であり母集団として推定できる

ものとした。しかし、舗装のパフォーマンスすなわ

ち交通による舗装の時間的な損傷遷移は舗装の構造

により異なっており、舗装構造も加味した母集団の

設定が必要である。 

3．3．2 時間軸を考慮した PD 

本研究は注目する区間の全体が同一のパフォーマ

ンスカーブにより特徴付けられる前提でありながら、

その内容は点検時点における横断面的な比較にとど

まった。交通条件と道路条件を考慮して母集団が設

定され当該前提が成立する場合には、時間軸を考慮

した計画的修繕の検討が可能となる。例えば、本研

究は診断による舗装状態の判定は測定データだけで

決定されるものとし、「管理基準に照らし早期の超

過が予見される状態」を区分 III に含めていない。予

防保全の観点からは当該状態での修繕が重要である。

本研究では補修需要と定義した区分 IIの施設数量の

一部を次年度の修繕需要と定義することも可能であ

る。 

 

4．まとめ 

本研究では、評点化の方法と点検手法により決ま

る評価単位区間データについて、調査と推定の方法

に応じた管理区間 PD の算出方法を整理した。その

上で、既存の実測データを用いた適用事例を通じて、

算出方法が管理区間 PD と予算配分比に及ぼす影響

について検討を行った。その結果、以下のことがわ

かった。 

1）管理区間 PD については評点化の方法による差が

大きく、属性法が変量法よりも高い値となる。管

理区間 PD に基づく予算配分比については評点化

の方法による差は小さい。 

2）両側推定と上限のみの片側推定の予算配分比に係

る推定精度は大差ないが、点推定よりも高い。 

3）修繕と補修に係る需要を分離するためには、管理

区間について三分法的な評価を行う必要がある。

機器を用いた手法により評価単位区間データとし

て複数の測定データを得る場合は 1 回の点検によ

り可能である当該評価が、二分法的な目視点検の

場合は 2 回の点検を必要とし、属性法による場合

は評価に反映されない部分が存在する。 

今後は、本研究で提案した方法について、実証分

析の対象としてとりあげた道路区間と異なる環境で

の分析を蓄積することで、その有効性を継続的に確

認する必要がある。 
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Abstract ：This research, calling a condition state rate for state three “percent defective: PD”, proposed 

calculation methods of the PD for corridors, corresponding to diversified methods of inspecting under the 

pavement inspection guideline. Moreover, in order for the road administrators to select one of the diversified 

methods, the research investigated calculation methods’ influence on the PD for corridors and budget 

allocation ratio based on them. As a result, it is clarified that rating methods much influenced the PD for 

corridors with a higher value by method of attributes than by method of variables, and less influenced 

budget allocation ratio based on PDs. 
 

Key words : maintenance quality assurance, rehabilitation, maintenance, percent within limit, visual 

inspection 
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